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東日本大震災をはじめとした大規模・多様化
する災害等への消防の広域的な対応のあり方
に関する答申

総務課

平成25年６月11日、吉井博明消防審議会会長から岡
崎浩巳消防庁長官へ「東日本大震災をはじめとした大規
模・多様化する災害等への消防の広域的な対応のあり方
に関する答申」の手交が行われました。答申の概要を次
のとおり紹介します。なお、本答申は、消防庁ホームペー
ジ（http://www.fdma.go.jp/neuter/about/toshin/
h25/250611_syobo_kouikika_arikata.pdf）に掲載して
いますので、詳細については当該ページを参照してくだ
さい。

第26次消防審議会は平成23年６月に発足後、東日本
大震災を踏まえた大規模地震等の災害に備えた消防防災
体制の充実・強化について議論を重ね、平成24年１月
30日に「東日本大震災を踏まえた今後の消防防災体制
のあり方に関する答申」を行った。

その後、消防庁長官より平成24年３月16
日に「東日本大震災をはじめとした大規模・
多様化する災害等への消防の広域的な対応
のあり方について」諮問を受け、議論を開
始した。その後、残された課題である首都
直下地震や南海トラフ巨大地震といった従
来想定していた規模を超える震災に対応す
るための緊急消防援助隊をはじめとした広
域応援体制のあり方や、予防・救急等個別
分野における広域的な対応、大規模・多様
化する災害（豪雪・火山災害等）に対する
消防機関の対応等について議論を行い、今
回の答申に至ったもの。

答申において示された主な事項は以下
のとおりである。

都道府県知事は、消防応援活動調整本部の長として、
調整の権限を有効に行使できるようにするため、被災状
況に応じた実働機関の部隊投入調整などの機能をこれま
で以上に発揮できるよう、消防応援活動調整本部運営訓
練等に取り組む必要がある。　

南海トラフの巨大地震や首都直下地震のような巨大災
害に対応するため、緊急消防援助隊の拡大も視野に、体
制の強化を図るとともに、想定される被害規模に即した
出動計画の整備にする必要がある。

巨大災害時は自衛隊・警察・海上保安庁などの関係機
関との連携が困難になることが見込まれることから、さ
らなる実効性向上のため、合同訓練等あらゆる機会を通

検討の経緯

緊急消防援助隊等の出動計画や 
受援体制等のあり方1

答申の手交
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令システムの整備、人員配置の適正化により現場体制
の強化が図られるほか、迅速かつ効率的な相互応援が
可能となるなどの一定のスケールメリットが得られる。

・救急業務 ： 上記の指令の共同運用による救急搬送の統
一的運用の推進や、救急相談業務を広域的に実施する
ことにより、必要な医師等を確保しやすくするほか、
ＩＣＴを活用したリアルタイムでの情報共有などによ
り、円滑な搬送・受入が可能となる。

・予防業務 ： 予防・警防業務間の連携を確保した上で、 
業務量の増加に対応するための事務委託や消防本部間
の職員派遣等を行うことで、一時的な業務量への対応
や専門人材の確保が図られる。また、措置命令等の技
術指導を現場で実践的に行えるよう、経験豊富なベテ
ラン職員の活用などによる研修などを通じ、消防本部
全体のスキルの向上が図られる。

・地震・大規模火災・豪雨など消防が通常その任務とし
て救急・救助等の活動を行う大規模災害のほか、豪雪
や火山災害などに対し、地域の実情に応じて異なる対
応がなされている現状を踏まえ、以下のような対応が
必要である。

・地域により地勢・気候等の実情が異なることや、住民
の消防に対する期待が非常に高いことを考えると、消
防が果たすべき任務の限界について、全国画一に線を
引くことはできない。

・一方で、業務にあたる消防職団員の安全確保や、公務
災害を受けた際の補償の観点から、消防の業務、ある
いは市町村の行う公務として行う活動として行うこと
が望ましく、 それぞれの地域で、「自助・共助・公助」
の役割分担を踏まえて検討し、地域防災計画 等で明
確化するべきである。

・消防の任務とされたものについては、資機材整備や教
育・訓練等を推進することが必要である。

じて情報共有方法や通信方法について普段から確認して
おくことが必要である。
・出動体制の整備のみならず、航空部隊の受け入れに係

る地上支援をはじめとした、受援体制に関する計画の
整備が必要。その計画に基づき、車両・資機材等の受
援側への整備及びその手法の検討が必要である。

・災害時の情報収集・共有のため、通信手段の整備やＩ
ＣＴ×Ｇ空間（地理空間情報等）を活用し被害シミュ
レーションを行う技術の開発・導入等が必要である。

・市町村消防の広域化を原則としつつ、広域化に時間を
要する地域においても、次善の策として、以下のよう
な個別事務の広域的対応を推進することが必要であ
る。

・消防指令業務 ： 共同運用の推進による広域的な消防指
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